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　　　　　　　　　　　　　　　【要　約】

　英 国 で 失業 対策 や地 域 再生 策 と して 始 ま っ た コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジ ネ ス

（CB ）は 、 日本で は、困 っ て い る 人 を助け る ボラ ン テ ィ ア が 事業化 した形 態

と して 定着 した。 と くに 、阪神 ・淡路 大震災 の 被災地 で 、行政 か ら助成 を受

けて 生 まれ た 団体 には 、 そ の 傾向が 強い 。 しか し、最近で は 、 専門 知識 を必

要 とす るニ ッ チ ビ ジ ネス や 、 地域活性 化 に つ なが る活 動 事例 も増 え て き た 。

こ れ は 、 CB が 多様な ス テ イ クホ ルダー に 支え られ 、柔軟 に活 動 内容 を変 え る

とい う特性 が あ る た め と考 え られ る 。

　CB の 意義を 「地域を元気 にす る こ と」 と考 え る な らば 、そ の 成果は 生み 出

され た 財 ・サ ー ビス だ けで な く 、 か か わ る こ とで 自信や 実力をつ けたス タッ

フ、CB を支援す る こ とで 満足感 を得 た支援者 ら、有 形 ・無形 の 「地域力」と

い え る もの だ 。 他方 、 ビジネス モ デル と して CB を考え た 場合 は、 ロ ー リス

ク ・ロ
ー

リタ
ー ン の 事業、 中間 労働 市 場 の 場 と して と ら え る こ とが で きる v

　近年、 日本で も地方分権 に伴 う 「小 さな 自治」 や 地 域 再 生が 大 きな 課題 と

な っ て い るが 、 CB は 、 そ の 経済的な エ ン ジ ン とな る可能性 を持 っ て い る 。 そ

の た め に は 現在、NPO 法人 の 要件で もある 「不 特定多数の 公 益 」の 呪縛 を超

え、 「共益」 や社会的経済の 追求が 必要 とな る 。

【キー
ワ

ー
ド】

コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネ ス 、 共 益 、 社会的経済、阪神 ・淡路大震災の 被災地復興
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1． は じめ に

　コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジネ ス （以 下 CB ）に つ い て は 、近年 、 さ まざまな 論文

や 書籍が 出 され て い る が 、そ の 形 態や 法人格、活 動分野、適正規模な どにか

ん す る 明 確な 定義は、今 の と こ ろ な い 。 共通 し て い るの は 「地域住民 が 、地

域の 潜在資源 を 活 か しな が ら、地域 の 暮 ら しを 向上 させ 、地 域 力 を高め る た

め の 活動 を、継続的な事業 と して 行 うこ と」 とい うよ うな緩や か な定義で あ

る ． 本稿 にお い て も、現 存す る さ ま ざ まな CB をあえ て 線 引き をせ ず、存在

を認めた う え で 、特徴や 方向性、 課題の 分析を試み る 。

　日本 に現存す る CB には 、うま くニ ッ チ 市場を捕 らえ たベ ン チ ャ
ー 的な も

の 、 あ る い は 社会 的弱 者の エ ン パ ワ メ ン トな ど社会変革性 の 強い もの な ど、

多種多様 な実 践例 が あ る ． しか し、必ず し もコ ミ ュ ニ テ ィ に 依 拠 して お らず 、

存在基盤 が脆弱 で あ る 。 担い 手 の 多 くが 、伝統 的な地 縁組織で は な く、 NP

O な ど新興組織か ら出て い る ため か 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 中で 孤 立して い る

団体 さ え あ る。こ れ は 、身近な 地域課 題で さえ行政任せ に して きた 地域社会

の 問題で ある と同 時 に 、 自己解 決が で き る権 限や 財源 を地 域 に与え て こ な

か っ た従来 の コ ミ ュ ニ テ ィ 政策の 問題点で もあ る 。

　本稿で は 、 第 2 章で 、 英 国 や 日本で CB が 生 まれ た 背景や 展 開例か ら CB
の 全体 像 を浮か び 上 が らせ 、第 3 章で は、兵庫県が 震 災復興施策の

一
環 と し

て 育成 した 被 災 地 CB の 5 年後 の 現 状 を分析す る 。 第 4 章で は、 コ ミ ュ ニ

テ ィ に 立 脚 した CB に な る た め の 課 題 を探 るた め 、 従来 の コ ミ ュ ニ テ ィ 政策

を点検 。 第 5 章で 、欧州 で 広 が りつ つ あ る 「社会的経済」 （social 　economy ）の

視点 を 交え な が ら 「共益」 を意識 した CB の あ り方 を考察す る。

2． コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネス とは な にか

　本 章で は、 コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジ ネス 発 祥 の 地 で あ る イギ リス の 状況 と、

日本 で の 展開 の 仕 方 につ い て 概観 し、 「共益」 志 向 を持 っ CB の 特 徴 を整

理 す る 。

（1）発祥の 地 ・イギ リス の 状況

　CB は、新 自由主義 の サ ッ チ ャ
ー

政権 ドの イギ リス で 、1980年代に 始 ま っ

た と さ れ る。 70 年代後半か ら 「英国病」 と呼ば れ る 深 刻な不況下 に あ っ た イ

ギ リス で は、サ ッ チ ャ リズム と評 され る行財政改革 に よ っ て 、国 の 財政 は持

ち直 した もの の 、地域問格差が広が っ た 。

．・
部 の 地域で は 失業率が 20％ を越

え、 公的サ
ー

ビス の 予 算 も削 られ て 、 治安 が悪 化 した 。

　こ う した 地 域 に お い て 、域 内の 雇 用 創出や 治安維持 をか ね て 、 コ ミ ュ ニ

テ ィ に必 要 な 財や サ ー ビス を、住 民 自 らが ビ ジネ ス と し て 供 給す る CB が
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生 まれ た。 そ の 内容 は 、 建 築物の 維持 管理 や 、 家具
・家電 品 の 修 理 とリサ

イ クル 、 コ ミ ュ ニ テ ィ 内の 郵 便 や バ ス の 運 行 な ど多 岐に わ た る 。こ こ で は

「公 共 事 業 の 民 営化 」 「雇用 創 出 と ワ
ー

ク シ ェ ア 」 「不利 な 立 場 に お か れ て

い る 人 の 社会 的包 含 （social 　inclusion）」（注 1 ）「伝 統 産業 な ど地 域 の 再 発

見］ 「コ ミ ュ ニ テ ィ の 維持」 な どが キ
ー

ワ
ー

ドに な っ て い る こ とに 注 目 し

た い 。

　高度経済成長時代に お け る 地域活性化は、工 場 や大規模商業施設な ど 「成

長の 極」 を誘致 し 、 そ の 波及効果 を期待す る とい うパ ター ン で あ っ た 。 し か

し、低成長時代に は 、 そ の よ うな外来 型 の 開 発は 期待 で きず 、 企業城下町 と

して 発展 して き た ま ちが 、工 場 の 閉鎖 に よ っ て
一

挙に 衰退する 事態 も起 こ っ

て い る 。 CB は、そ ん な 中で 、住民 の 相互 協 力や潜在的な 資源 の 発掘に よ っ

て 、 内発的な 発展に活 路 を 見出す動き と と らえ る こ とが で き る 。 そ の 過程 に

は、地域固有の 価値 を見出す 運 動や住 民 同士 の 協力を促す仕掛けが含まれ る 。

　筆者が 2002 年に 視察 した 南 西部の ブ リス トル 市で は 、 SRB （注 2）な ど

の 助成 制度 を利用 した 地 域再生事業が行わ れ て い た が 、地元住民主導 の プ ロ

グラムで は 、伝統 的な柳工 芸技術や 染物の 継承 に取 り組み 、市民農 園で は 、 廃

れ て しま っ た地域固有種 の リ ン ゴ を植 えて い た 。
い ずれ も ロ

ー
テ ク で 、規模

的 に も 「産業」 と呼 べ る もの で は な い が 、住民 らが居住地域 を 再発 見 し、誇

りや
一体感 を取 り戻す に は効果 的な 仕掛け と い え る 。

　イギ リス で は 2000 年か ら、日本の 経 済特区 の よ うなか た ち で ソ
ー シ ャル ・

エ ン ター プ ラ イ ズ ・ゾー ン （SEZ ） を創設 。
ロ ン ドン 近郊 の ニ ュ

ー
ハ ム

とい う地 域 で は 、これ ま で あ ま り効果が 上 が らな か っ た 職業訓練 プロ グ ラ

ム につ い て 、 相談窓 口 の
一 本化や 「若者の 家」 の 開設、訓練 を受 け た 人 た

ち に ジ ョ ブ セ ン ター の 業務 を手伝 っ て も ら うプ ロ グ ラム の 導入 な ど 、 さ ま

ざ まな 改善 を 加 え、成果 を 挙げて い る 。 こ こ で は
“
What　 if’・・？

”
（
… し て

み た ら ど うか ？）を キ ー ワー ドに 、 住 民か ら 自由な 提案 を 募 り、そ れ を 次 々

実現 し て い く こ とで 、参 加 意 識や 達成 感 を 引 き 出 した こ と が 成 功 要因 だ と

して い る 。

　SRB 、　 SEZ の よ う な 地域 政策 や 、
　 CB の よ うな 住民 主体 の 取 り組み

は 、 いずれ も萎縮 しが ちな住 民の 自信 回復や能 力開発 さ らに地域 内の ソ
ー

シ ャ ル ・キ ャ ピ タル （注 3 ）を 高め る こ と を意識 した もの と い うこ とが で き る 。

（2） 日本で の 展開

　日本 で は 1990年代 半ば に 、 細 内 信孝 らに よ っ て 「コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネス 1

が提 唱 さ れ た。 主体 の 法人格や 活動領域は と くに 問 わず 、「地 域 を元気 にす る
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しご と」 とい う緩や か な定義を行 い
、 東京都墨 田 区 を実践場 に して リサ イ ク

ル 事業や IT を使 っ た 地域情 報の 発信、他地 域 と組ん だ特産物 の 開 発 な どの

事 業 を手 が け た 。（細 内、 1999 ）

　そ の 後、 CB は、一種 の ブー
ム とな り 、 多 くの 都道府県 や 市町村 が資金や

場所 の 提供、相談 窓 口 の 開設な どの 支援施策 を展 開 して い る 。 また 、 近畿や

九州、四 国 の 経済産業局や 政策投資銀行な ど も、ニ ュ
ー ビ ジネス や地 域 活性

化 の 原動力 と して CB に 注 目 して い る 。

　現 存 す る CB に は 、少 人 数の 助け合い グル ー プか ら大規模な まち づ く り会

社 まで 、 さ まざ まな タイ プが あ る が 、 事業 内容か らみ れば 、お お むね 以下の

8パ ター
ンに分類で き る 。

　　  助 け合 い 活 動 型 ：家事援助 、 育児 支援、介護関連 （給食 、 託老、移送

　　　な ど）

　　  修理 ・リサ イ クル 関連型 ：家具や 自転車、パ ソ コ ン な どの 修理 と販 売

　　  食 ・農 ・循環型 1 ス ロ ー
フ ー ドの 生産 ・販 売、 市民農園 、バ イ オマ ス

　　　関連 な ど

　　  多文化共 生 型 ：外国 人 住民 へ の サ ポー
ト、 翻訳、 フ ェ ア トレー

ドな ど

　　  住宅 ・コ ミ ュ ニ テ ィ 型 ： t 地 ・建物管理 、マ ン シ ョ ン や 団 地再生の サ

　　　ポー トな ど

　　  IT サ ポー ト型 ： パ ソ コ ン指導、 IT を使 っ た 地域 の 情報 発信 な ど

　　  特産品な ど 「村お こ し」 型 ：特産品の 開発、 販 売、観光振興な ど

　　  地域活性型 ： イ ベ ン ト開催 、 空 き店舗の 活 用 、 新 規 出店者 の 育成 な ど

　また 、 山崎 （2003 ）は 、 まち づ く り領 域 に特化 して 次 の 4 類型 を挙げて

い る 。

　　  地域 資源活 用型 ：特産品開発な ど地域 産 業の 振興や、地域の 文化 ・自

　　　然 条件 を活 か した ま ちづ く り

　　  地域 問題解決型 ： ごみ ・環境 ・過疎 ・商 店 街再生な ど、地 域住民 の 暮

　　　ら しに 共通 する 問題 を共 同管理 して い くた め の まちづ く り

　　  地域生活 支援型 ：高齢者 の 生活支援や 人 に や さ しい まち づ く り

　　  地域起業就 労型 ：高齢者や 障害者の 仕 事お こ しや 就労の 場の 創出な ど

　　　に 代 表 され る まち づ く り

　実際の 地域 社会は、行政窓 口の よ うに 縦割 りで は な く、環境 ・ 経済 ・社会
に かか わ る 諸問題 が複雑 に入 り組 んで い る 。 地 域で 生 きるた め に は 、仕事な

ど生計 を立て る 手段や 、 暮ら しを支え る 福祉サ
ー ビ ス が必要 で あ り、共同生
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活 を潤滑 にす る た め の 決 ま りご とや 交流機会 も大切だ 。 事業 内容で 分 けた 上

記の 8パ ター
ンも、 地域社会が本来の 総合性 を取 り戻す とい う観点で み れ ば、

結局は こ の 山崎の 4 分類 に収斂 され る の で は な い か 。

（3） 日本型 コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネス の 特徴

　全国 各地で CB が ブー
ム に な っ た の は こ こ 4 、 5 年 だが 、　 CB を含む 市民

事業が活 発化す る流れは 1980 年代か ら進行 して い た。

　そ の ひ とつ が 、各種の 規制緩和 を柱 と した 「官 か ら民へ 」へ の 潮流で あ る 。

日本で も80年代に 、 行政 の 肥大化 によ る 非効率や モ ラ ル の 低下 、 行財政の 悪

化 が顕在 化 した 。 そ れ まで は 「市場の 失敗」 を根拠 に 、 公共財や準公共財 を

独 占的に提供 して きた 行政 だが、多様化す る 市民ニ ー ズに こた え られず 「政

府 の 失敗 」を招 い た の で あ る 。 肥大化 しす ぎた事業を 、 再び 「民 （民間企業）」

あ る い は 「市 民」 に返 すた め 、 81 年の 「土光 臨調」 以 降 官民の 役割分担 に

か ん す る議論が 本格化 。 小泉政権 に な っ て 「民 にで き る こ と は 民で 」 と い う

ス ロ ー ガ ン の も と 、次々 と規制緩和 や 民営化が行わ れ て い る。

　とは い え 、 日本で は 長 ら く 「ボ ラ ン テ ィ ア は無償で な ければな らな い 」 と

い う考 えが支配的だっ た た め 、 CB を含む 「ボ ラ ン タ リ
ー

な事業体」 に か ん

す る、 社会的な合意が まだで きて い な い 。

　田尾 （1999）は 、 ボ ラ ン タ リー な経営体 の 特殊 性 と して 、以 下の 5点 を あ

げて い る 。

　　  労働集約性 ：多 くの 労働力を低 コ ス トで 動員す る

　　  非経済的な動 機づ け ：ボ ラ ン タ リズム に 支え られ 、雇 用 コ ス トが 少 な い

　　  非官僚的な シ ス テ ム ：フ ラ ッ ト構造 ヒエ ラル キーが少な い 、個人の

　　　裁量 余地が大 き い

　　  外 部環 境か らの 強 い 影 響 1内部留保が な ぐ 資金や人材を外部 に依 存

　 　 　 して い る

　　  サ ー ビス 提供 にお ける 知識 ・技術の 重 視 ：ボ ラ ンテ ィ ア の 篤 志 と、プ

　　　ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル な技術 へ の 誇 りが 衝突 しが ち

　と くに   の 「個 人の 裁量 の 余地が 大き い 」 とい う要素は 、メ ン バ ー に と っ

て 「私が役 に立 っ て い る」 とい う大 きな モ チ ベ ー シ ョ ン とな る 。 経営学者の

ドラ ッ カー は、NPO を 「人間変革装置」 と呼 び、 「変革 さ れ た 人間」が そ の

副産物だ とい う 。 （Drucker、 1990）

　以下 に 、 行 政セ クタ
ー

、 営利セ ク ター 、非営利セ クター と CB の 特徴 を 一

覧で 整理 す る 。
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表 1　 セ ク タ
ー

比較 でみ た CB の特徴

行　　政

セ クタ ー
営　 　利

セクタ ー
非 営 利

セ クタ ー
コ ミ ュ ニ テ ィ

・

ビジネス

誰の 利 益か
公　益

（管轄区域内）
私益

不特定 多数 の

公益
共益

利潤追求 利潤 は出な い 最大化 第一目的でな い 適正 規模で 追求

利潤の 配分
利潤は出な い

株主な ど

関係者で配分
配分 しな い

関係者 （地域）

で配 分

地域性 あり
あま りな い

（立地論）

あ ま りな い

（分野に よる）
あ リ

行動原 理 公平 ・公正 競争 ・拡大
弱 者救済 や

社会変革

健全な地域社会
の 維持

監視役 議会 株主
多様な ステ イ

クホル ダー 地域住民

担 い 手 公務員
経営者と

被雇 用者

ボラン タ リー

な 市民
地域住 民

　
一 般 に、行政 や寄 付者は、利潤非配分の 原則 を持つ NPO を 、 営利企業よ

り信 用する 傾 向にある （注 4 ）。 た だ し、 こ の 信用 が行 き過 ぎる と、必 要経

費を も認め な い 無 償奉仕 をNPO セ ク タ
ー

の 事業体に 強い る こ と に な りか ね

な い 。

　近年で は、 谷本（2000）の よ うに 、 「NPO の 商業化」 と 「NPO 的な企業の 台
頭 」 に よ っ て 、両者の 境 界線 が 曖昧に な っ て い る 、 と い う指摘 もあ る 。 企業

の 社会 的責任が厳 し く問われ る 中 、 こ の 境 界は ます ます 曖昧に な っ て くる と

推察 され る。

3． 被災地 コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネ ス か ら見え て きた もの

　6430 人 を超 え る死 者を出 した 阪神 ・淡路大震災 （1995年 1 月 17日）で は、

多 くの ボラ ン テ ィ ア が 活躍 し、 「特 定 非営利活 動促 進 法」 制定 の 契機 とな っ

た 。 救援ボ ラ ン テ ィ ア の 中に は、と りあ えず の 救援活動が 終わ っ た あ と も、高

齢者や 外国 人の ケ ア な ど継続的な 課題 を 見 つ け 、 被 災地 に残 っ た 団体 が い く

つ か ある 。 兵庫県 が 支援策 を講 じた こ と もあ っ て 、被災地 には多 くの CB が生

まれ 、 周 辺地域 に も広 が っ た 。 本 章で は 、そ の 経緯 を踏 まえ 、 昨年度 に県 の 外

郭団体か らの 委託で行 っ た追跡調査 （注 5） の 結果 を紹介、 分 析 を試み る 。
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（1）震災と コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネス

　被災地で CB が盛 ん に な っ た の は、い くつ か の 理 由が ある 。 まずは 、 被災

者が ボ ラ ン テ ィ ア に 助けて も らうばか りで な く、 自ら働 き、わ ずか で も収 入

を得る こ とで 社会の
一

員で あ る実感 を得た い と願 っ た こ とが あ る 。 と同時 に、

ボ ラ ン テ ィ ア の 側 も、持ち 出 しや 寄付だけで は活動が継 続で きず、収 益を得

る事 業 を開 拓する 必 要が あ っ た 。

　さ らに 、 被 災地の 大きな 使命 と して 、震災で 破壊 さ れ た コ ミ ュ ニ テ ィ を再

生す る と い う課題 が あ っ た。家を失っ た被災者 らは、住み な れ た地域 を離 れ 、

仮設住宅や復興住宅 で の 新たな コ ミ ュ ニ テ ィ をつ く る 必 要に 迫 られ た 。 また、

地 域 に残 っ た 人た ち も、友人 ・知人が い な くな り、な じみ の 店舗や病院が な

くな る な ど、 コ ミ ュ ニ テ ィ の 激変 に遭遇 した 。 そ の よ うな中で 、地域 の つ な

が りを取 り戻す場や 事業が 強 く求 め られ て い た。

　兵庫 県 で は 、県 民 生活 審議会の 提言 も あ っ て 、平成 ll年度 （1999年度 ）か

ら 「被災地 コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジ ネス 離陸応援 事業」 を開始 した 。

これ は 、 C

B で 起業 しよ うと す る 団体 を公募 し、公 開審査 で 選考 し て 、2 年間で 上 限300

万 円 （
一一時期は 400 万 円） を助成 す る と い う もの だ 。 翌年度か らは 、 f固々 の

団体に 対 して 中小企 業診断士 ら専門家 を派 遣す る 制度 や 、 中間支援 を行 う

「生 きが い しご とサ ポー トセ ン タ
ー

」の 創設 な ど、多様 な支援策 を展 開 して い

く 。 〈表 2 参照〉

　こ の よ うな社会実験的な 支援策 がで きた の は、 「阪 神 ・淡路大震 災復興基

金」 とい う 10年 間 限定 の 特 殊な 財源 が使 え た こ とが 大きい 。 助成先 の選考 方

法や 、 中間支援団体 を育成 して 行 政関与 を減 ら して い くや り方 な どは 、
「官

と民 と で 『新 しい 公 』 をつ くる」 こ とを 目指 した被 災 地 復興 の 象徴 的 な手法

で あ っ た 。 そ の 後 、支 援事業 に つ い て は 、雇用 就業課が 窓 口 と な り、 「生 き

が い しご と」 と い う新 しい 働 き方の
一

形 態 と して CB が 位 置づ け られ た 。 被

災地 だけで な く、県 の 単独予 算に よ る
一

般 施策 と して 全県 下 に広 が り、15年

度末時点で 、 80 を 超 え る団体 が 活動 （う ち復興基 金 を使 っ た 被災地枠 は 39

団体） して い る 。

　特筆す べ き は 、 当初 か ら、県行政が CB を直接支援す る の で はな く、中間

支援 団体 や 専 門家 に よ るサポー トチ
ー ム を 育 成 し、そ こ に 攴援事業 を委託 す

る形 式 を考え て い た こ と だ 。 こ れ に よ り、民 間に CB 起業支援の ノウハ ウが

蓄積 され 、行政職員 らが 思 い も よ らなか っ た地 域ニ
ー ズや ビジネ ス の 芽 を引

き 出す こ とが で き た 。
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表 2　兵庫県の コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネス 支援策の 流れ

H11 H12 H13 H14 H15

被 災 地 コ ミ ュ ニ テ ィ
・

ビ ジ ネ ス 等 支 援 ネ ッ ト

の 設澱

被 災 地 コ ミ ュ ニ テ ィ
・

ビジ ネス離陵応援事業

コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジネ

ス 創 出支援事 業

コ ミュ ニ テ ィ
・

どジネ ス

離陸応擾事業

地域共生 ビジネ
ス 醒睦応擾凄業

（舗 変更）

2

生 き が い し ご と サ ボ ー

トセ ン タ
ー

の 設置

硬神・袢芦2随彫

」
播層 地壌で 出張橿談

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ビ ジ ネ

スゼ ミナー
ル の 腿催 1

　 生きが い しご と

サ ポートセ ン タ

ー
に移行

コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジ ネ

ス 入 門相 談 ・情 報提供

一一

生 きが い しごと

サ ポートセ ン タ

ー
に移行

コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジネ

ス 希 望 者向 け lT 講買

会 の 開催

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ビ ジ ネ

ス コ ン サ ル テ ィ ン グ 事

叢

ビ ジ ネ ス 経 験 ・能 力 を

瀁 用 し た コ ミ ュ ニ テ

ィ
・ビ ジ ネ ス 支 援 プ 隠

ジ ェ ク ト

（兵庫県資料）

（2 ） 5年後の 現状調査

　こ れ らの 支援 施 策 の 効果 を検証 す る た め、平成 15年度 に 被災地枠 の 助成 先

39団体 に 対 して 、財政状 況 や 事 業内容の 変化、支援策の 評価な どの ア ン ケ
ー
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トを 行 っ た 。 （有効回 答26団体）　また、調査メ ンバ ー が 先行 して 行 っ て い た

団体 ヒ ア リング を 補完 す るか た ちで 34団体分の デー タを入 手 した 。 調 査 は 今

年度 （平成 16年度）も継続中の た め、 まだ分析 が十分で はな い が、今 まで の

と こ ろ の 成果 を報告する 。

□事業分野

　事業分 野 と して は 、高齢者や 障害者 、 外国人 、被災者 とい っ た 「社会 的弱

者」 へ の 支援 が、 ヒ ア リン グ 34団体 中23団体 と最 も多い 。 しか し 、 設立年

度 （起業支援な の で 助成年度 を設立年度 とみ なす）別 にみ る と、 平成 ll年

度は 8 団体 中 7 団体、12年度 は 7 団体 中 6 団体 と圧倒的だ っ た の に対 して 、

14年度以 降 は ll 団体 中 5 団体 に減 少 して い る 。 また 、 そ の 内容はグ ル
ー

フ

ホ
ー ム の 運 営 な ど直接的 な 支援 を 行 う もの か ら、ヘ ル パ ー の 育成 や 移送サ

ー

ビス 団体 の ネ ッ トワ ー ク化 な どの 中間 的な 支援 さ らに 高齢者向け ラジ オ番

組や 情報誌 の 自主制作、バ リア フ リ
ー の ス ロ

ー
フ

ー ドレス トラ ン 経営 な ど多

岐に わ た る 。

　当初 は、ボ ラ ンテ ィ ア活動 の 事業化が 多か っ た もの の 、専門知識 を持 つ シ

ル バ ー 世代 な ど担 い 手の 層が 広が る につ れ て 、活動分野が 広 が っ た。た とえ

ば、 （特活 ）マ ン シ ョ ン管理 組合サ ポー トセ ン タ
ー

や 、セ ク シ ュ アル ・ハ ラス

メ ン トや 不 妊な ど性 に か か わ る諸問題 の カウ ンセ リン グを行 う 「セ クシ ュ ア

リテ ィ
・カ ウ ン セ リング 神戸 」 な どで ある 。

　そ の
一

方で 、 被災高齢者や 障害 者 らの 手仕事 を製品 化 した ビジネス や 、ア

ジ ア の 女 性た ち の 自立 を 目指す フ ェ ア
・トレ

ー
ドな ど、専 門性 に つ い て は 二

極化 の 傾向 に あ る 。

ロ ステ イ クホ ルダ ー ・マ ッ プ

　ス テ イク ホル ダー とは 、そ の 事 業者の 運営 に な ん らか の 影響 力を持つ 人 の

こ とで あ る 。営利 企 業 の ス テ イク ホル ダ
ー

は 、第
一

義的 に は 株 主 と顧客 で あ

る 。 従業員組合 や ライバ ル 会社 、産業 ・金 融政策 を打 ち出す政府な ど もス テ

イ ク ホル ダー とい えな くはな い が、 関 わ り度合い は、 さほ ど大 き く な い 。

　一
方、 CB の よ うな市 民事業体は 、 多様な ス テ イ クホル ダー を持つ 「マ ル

チ ス テ イ クホル ダ
ー 組織」 とい える 。組織 内 に は 有償 ス タ ッ フ と無償ボ ラ ン

テ ィ ア がお り、 さ らに NPO 法 人の 場合だと顧客 や 寄付者、支 援者 ら も含め

すべ て 「社 員 」 に位置づ けて い る と こ ろ も あ っ て 、
マ ネ ジ メ ン トは 複雑 を極

め る 。 事業規模が小 さ く 、 社会的 認知 も不十 分な た め、地 方 自治体の 姿勢や

コ ミ ュ ニ テ ィ の 受 け人れ 状況、支援者の 広が り次第で 、大 き く運 営 の 仕方や

事業内容が 変わ る 。
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　ヒア リン グで は 、そ の よ うな ス テ イ クホル ダー
を聞 き取 り、関係性 をマ ッ

プに記 した。＜図 1 ＞はそ の
一

例で 、介護保険の 指定事業者に な りなが ら、グ

ル ー プホー ム 「ひ だま り1 を運営 して い る NPO 団体 の 事例で あ る。

中間支 援 紐織
・
宝 塚 NPO セ汐

一
（情 報提供 ・交 流 ）

クラ ブコ ミュ ニ テ ィ

宅老所 グ ル
ー

ブ ホ
ー

ム の 全 囚 ネ ッ ト （会

艮）

供給 者
・LEC （会計サ ポー

ト）
・
税 理 士

・個 人 商店 （調 理 品 材料）
・家の改 装業 者 （：ドtwで）

−

▼
鑑

驢

　

惣

殤

本

嬲辮

嬲

韈
攤

ス タ ッ フ

　均給 フ ル　　　3 名
・有償 パ ー

ト　 27 名
・
無給 ボ ランティア 30〜40 名

∠ サー
ビス利用者　30名

tttk

資金提供者
・兵 庫 県 　 ・

日本財 団
・近 畿 ろ う き ん

・さわ やか福祉財団

公共 セ クタ
ー

・兵 庫県 （委託 ）
・川西 市 （介護保険事業者）
・
川 西 市 市 民 活 動 セ ン ター

　 倭 員〉

会事理

名U

会員
・
活 動 会員 　 上記 スクッ7
・賛 助会員　60 名

地 域 コ ミ a ニ テ ィ

・自治会 （賛助 会 員）
・保育園 （交流 ）

平成 11年度助成 事業　特定非営利活動法人 「川 西高齢者 と歩む会」

　　　　図 1　 CB の ス テ イ ク ホル ダー ・マ ッ プの
一

例

　ス タ ッ フ には、有償 メ ンバ ー だけで な く無償ボラ ン テ ィ ア も多数い る の が 、

営 利企 業 との 違 い で あろ う 。 また 、会員 区分の 中に 「賛助会 員」 が 設 け られ

て お り、 自治会 もそ の 一
つ に位 置 づ け られ て い る 。 公的セ クター との 関係で

は 、 業者と して 委託 を受け る
一
方で 、理事長 が市 の 委 員会委員 として 自由 に

提言す る 機会 もあ る 。

　詳細 な分析 は まだで きて い な い が 、一
般に 設立年度 が古 い 団体 ほ ど、ス テ

イ クホル ダー ・マ ッ プが複雑に な り、ま た 当初 は疎 遠 だ っ た地縁団体 との 関

係が で き て ゆ く傾 向 に あ る 。

囗専門性 と社会性の 二 軸 に よ る分析

　被 災地 CB を 「専門性 の 高 ・低」 と、 「（扱 う財 ・サ ー ビス の ）社 会性重視

の 強 ・ 弱」 の 二 軸で 表す とく図 2 ＞ の よ うに な る 。

　第 1 象限 は 、 専 門性が 高 く社会性 も重視す る 事業で 、 た とえばヘ ル パ ー 育

成 や 小規 模作業所の 中間支援事業な どが こ こ に 該当す る 。 担 い 手 と利用 者の

重な りは 少な く、カバ ーす る地域 は比 較的広い 。 ス テ イ クホル ダー と して 、類

似の サ ー ビ ス を行 う団体 な どが ある 。

　第 2 象限は、 社会性 と同時に共感や アマ チ ュ ア リズム を重視す る事業で 、

被災者 の 作 業所や居場所づ く り、グル ー プ ホ ーム な どが こ こ に 当た る 。 高齢
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専 門性 重 視

市場性重視

皿 1

IV H

社会 性 重視

　↓
共感 性 重視 （ア マ チ ュ ア ）

図 2　 コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビジネス の 4 類型

者同士 の 助 け合い な ど、担 い 手 と利用者が重な っ て い る 場合 が 多 い 。 カ バ ー す

るの は比較的狭い エ リア で 、自治会な ど地縁団体 との 関係が 成否 を 左右す る 。

　第 3 象限は、専門性が 高 く、市場 で の 競合 に も生 き残 る 可能性が 高い 分野

で ある 。前述の マ ン シ ョ ン 管理サ ポー トセ ン タ
ー

や性 の 相談室 な どが あげ ら

れ る 。担 い 手 と 利用 者は 重 な らず、地域性は薄 い ． 建築や法律 、 経営学な ど

専 門家の バ ッ クア ッ プが必 要 と な る。

　第 4 象限 と し て は 、市場 性 を意識 しつ つ も共感 を重視す る タイ プで 、女 性

問題 や環境問題 に取 り組む 団体 な どが 該当す る と思わ れ る 。 若者の 居場所づ

く り をかね た リサイクル シ ョ ッ プや 、女 性 の た め の 写 真学校 な ど の 実践例が

あ る 。 担 い 手 と利 用 者 は 、 必 ず し も重な っ て い な い が、 同 じ立場同士 の 連帯

を 重視 して い る団体 も あ る 。

　これ は 、

一
つ の 分 析軸 に過 ぎな い が 、 どの 象限が 「よ り CB らしい 」 の か 、

あ る い は行 政 と して どの 象 限 の 事業を 支援す る の か、議論 が 分かれ る と こ ろ

だ ろ う。

ロ ビジネス モ デル と して

　離陸応援 助成 を受 けた 団体の 起業 3 年後の 存続率は 8 〜 9割 に達する 。
ベ

ン チ ャ
ー ビ ジ ネス の 成功 率 は 1 ％ 程度で あ る こ と を 考え る と 、 CB は 地味で

は ある が 「ロ ー リス ク ・ロ ー リター ン 1 の 新た な ビ ジネ ス モ デル と捕 らえ る

こ と が で きる 。

　雇用の 面で は 数人程度で 、しか も最低賃 金 を満た して い な い ケー ス が多 い
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こ とか ら、従来の 雇 用 政策 か ら見れ ば
“
失格

”
か も しれ な い 。 しか し 「2 ヵ

年で 300 万 円」 とい う
“
投資

”
で 、数 人分 の 「生 きが い しご と」 が確保 され 、

コ ミ ュ ニ テ ィ に役立 つ 事業が展 開で き る と考 えれば 、費用 対 効果 は十 分に あ

る 。 また、 CB は 、 高齢者や障害 者 、 主婦、 若者 ら正 規雇用 が難 しい 層に対

して 、
「職業 訓練」 あ る い は 「生 き が い しご と」 の 機会を提供する な ど 、 中間

労働市場 を形 成 して い る 。 そ の ゴー ル が 、一般企業 へ の 就職な の か 、 あ る い

は ワー カーズ ・コ レ ク テ ィ ブ （注 6 ） の よ う に 「も うひ とつ の 働 き方」 を目

指 す の か は 、議論が分か れ る が 、 どち らの 可能性 も併せ 持 っ た 中間労働市場

を 形成 して い る と言 っ て よ い 。

　CB の よ うな 市民事業体 は、 自らの 儲 けよ りも、よ り良い 社会 の 実現 を重

視す る た め、「企業秘密」 の よ うな もの は、原則 と して 無 い 。平場 の情報交換

が 行 わ れ、ネ ッ トワ
ー

クが広が っ て い く 。 新たな ス テ イ ク ホル ダー を獲得 し、

変化 し続 ける こ と。そ の ダイ ナ ミズ ム に 、 地域や 行政、市場 を も巻 き込ん で

い くこ と。 こ の よ うな動 き こ そ が CB の 特徴で あ る。

（3 ） CB の 課題

　調査 か ら見 えて き た CB の 最大 の 特 徴 は、「無い な らつ くる」 とい う、あ る

種の 開 き直 りに も似 た主体性で あ る 。 当初は 、 個 人ある い は仲 間内の 自己充

足的な 取 り組 み で あ っ て も 、 事業 化す る こ と に よ っ て ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ

（説 明責任）が 生 じ 、 情 報量 や 人 脈 も 増え て 、社会変革的な 活 動に 広が っ て い

く 。 社会的排除や コ ミ ュ ニ テ ィ の 機能 不 全 とい っ た課 題 に対 応 す る の は 、当

事者が かか わ る 新た な主体 が 必 要な の で ある 。

　とは い え 、 CB は非常 に 中途半端な存在で ある 。 営利企業 の よ うに 効率的

に物事 を運ぶ こ とが で きな い た め 、 市場で の 競争 に 弱 い 。雇用 も、前述の よ

うに 「優秀な 人材」 を選 ぶ の で は な く、 む しろ社会的 に排除され た 人や 非熟

練者に機会 を与え る こ とを 重視 して お り 、 そ の 意味で は 内部 に大 きな リス ク

を抱えて い る 。

　
一

方、価 格 面 で は、無償 の ボラ ン テ ィ ア 団体に太刀打 ち で き な い 。 た とえ

ば 、託児事業 を有料で 行 う CB の 隣で 、 ボ ラ ン テ ィ ア に よ る無料 の 託児 所が

開 設 されれ ば 、サ ー ビス の 質 に よ ほ どの 格差 がな い 限 りCB に勝ち 目はな い 。

　CB の よ うな市民事業体 に と っ て は 、事業の プロ セ ス や 潜在的な 効 果を見

せ 、 そ の 部分で 共感 を得 る こ と
…

た とえば 原材料 を草 の 根交易で 得て い る、

安全 な有機農産物 を使 っ て い る 、 働 き手 と して 障害者 を積極的 に雇 用 して い

る … な どが 存続 を左右す る 重要な カギで あ る 。 理 念や 工 夫の 部 分 を評価 し、

普通 の 製品 と同程度 あ る い は 少 々 高値で も選 ん で 購入する よ うな 「贔屓客」
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を 開拓 しな ければ な らな い 。

　CB の 場合、 「贔屓客 」 や 「支援者」の 候補 は、第
一
義 的 に は地 域 コ ミ ュ ニ

テ ィ の 住民で あ る 。
「こ の 団体 が地 域 に な ければ 駄 目だ」 と思 っ て 、 買 い 支 え

を した り、労 力や 資金を 提供 した りする 人間が どれ ほ ど増や せ る か 。 そ れ は

ま さに地域 内の ソ ー シ ャ ル ・キ ャ ピ タ ル を どれ だけ増や せ る か、 とい う課 題

で もあ る 。

4 ． 地域政策の 経緯 と新た な課 題

　それ で は 、 コ ミ ュ ニ テ ィ
・ビ ジネス の 現場で あ る地域 コ ミ ュ ニ テ ィ は 、 ど

ん な現状 な の か 。 口本 に お け る コ ミ ュ ニ テ ィ 政策 の 経緯 を振 り返 り、新た な

課 題を 整理 して みた い 。

（1） コ ミ ュ ニ テ ィ 政 策 の 経緯

　日本で 政策課 題 と して 「コ ミ ュ ニ テ ィ 」 が取 り上 げ られ た の は 「国 民 生活

審議会 コ ミ ュ ニ テ ィ 問題小 委員会」 の 提言 （1969年）か らで あ る 。 同委員会

で は、 コ ミ ュ ニ テ ィ を 「生活 の 場 に お い て 、 市 民と して の 自主 性と責任 を 自

覚 した個 人および家庭 を構成主体 に して 、地域性 と各種 の 共通 目標 を も っ た、

開放的 で しか も構成 員相 互 に 信頼性 の ある 集 団を、われ われ は コ ミ ュ ニ テ ィ

と呼ぶ こ と に しよ う」 と定義。さ らに 「住民 の 自主性 と責任制 に も とつ い て 、

多 様化す る 各種 の 住民要求と創意 を実現 す る集 団で あ る」 と期待を寄せ た 。

　もち ろ んそ れ以 前か ら、村 落共 同体は 存在 した が、そ こ で は 「世帯」 が 構

成単位で 、 外部に対 して は 閉鎖的で あ っ た 。 小 委員会 の定 義は 、

○構成主体 と して 「家庭」 だけで な く　「個入 1 を も想定

O 住ん で い る と い うだけで な く 「市民 とし て の 自主性 と責任 を 自覚」す る こ

　 とが 必 要

○開放 的で し か も構 成員相互 に信 頼 性 の あ る集 団

… とい う意味で 、 従来の 村 落共 同体か ら
一 歩、 踏み 出 した もの と い え る 。

　同委員会 の 提言 を 受 けて 、 自治 省 （当時）は 「コ ミ ュ ニ テ ィ （近 隣社会）に

か んす る 対 策要綱 」 （1971年）を定 め た 。 これ は 、 小学校 区程度の 規模 を基 準

と した モ デル ・コ ミ ュ ニ テ ィ 地区 を 設定 し、市町村 と住民 が協 力 しなが ら 「コ

ミ ュ ニ テ ィ 計 画」 を策定、活 動 拠点 と して の コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ
ー

を建設す

る 、 とい う もの だ。

　こ の 施 策 に よ り 71年か ら 3 年問で 、83カ所 の モ デ ル
・
コ ミ ュ ニ テ ィ 地区が

選定 され た 。 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ンタ
ー

を拠点 に 、 数多くの 文化 ・ス ポー ツ サ ー

クルや 生 涯教育団体は 育 っ た も の の 、 当時 は 「交流」 が 主 流で 、 「地域 自治」

に は い た らな か っ た 。
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一

方、地域 自治の 担い 手で あっ た 「自治会」 の 多 くは、行政の 協力団体 と

な り、役員選出方法 の 不備な ど 、 地 域代表 と して の 正 統性 が 疑わ れ る 団体 も

多 い 。さ ら に 1980年代以降、行政の ライ ン ご と に 「ふ れ あ い の まちづ く り協

議会」 や 「エ コ タ ウ ン推進協議会」、
「青少年健全育成 協議会」 「美 しい ま ちな

み推進協議 会」な ど、 さ まざまな 機能別 地域組織が 多 く結成 され た こ とで 、 地

域 の 人 材が 分散 し、 肝心 の 自治会が 空洞 化 した との 指摘 もあ る 。

（2 ） 変 わ り行 く地域 コ ミ ュ ニ テ ィ

　こ こ数年、地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ に 大 きな変化が お きて い る 。 ひ とつ は、地方

分権 の 推進 とそ れ に伴 う地域 自治 で あ る。2000 年 に地 方分権 一括法が 制定 さ

れ 、 地方 自治体 の 自己決定権 が拡大 した 。地方分権改革推進会議 の 「中間論

点整理」 （2001 年 12月）の 中に は 「これ か ら の 地 方分権改革は 、個 々 人 の 安

心や 満足を もた らす よ うな地域社会や コ ミ ュ ニ テ ィ の 構築 を 目指 して 進め ら

れ る べ きで あ り、そ れ ぞれ の 地域が個性 と活 力を 取 り戻 し、力強 い 生活 の 場

の 提供 を可能 とする よ うな地 域 づ く りが 、重要 な 目標 の 一 つ で あ る 」と した 。

　また 、 2004年 5 月 に 地 方 自治法が 改正 され 、 合併特例だ けで な く 、

一
般の

市町村に も 「地域 自治組織」 を置 く こ とが 認 め られ た 。 す で に宝塚 市な どい

くつ か の 自治体で は、小学校 区な ど
一

定の 地域単位 に対 して 、 住民主体 で 地

区計画 をつ く っ て も らい 、 財源 を移譲する地域 自治の 仕組 み を模索 して い る 。

地域 自治組織は、補完性の 原則 （注 7）に 基づ く、 小 さな 自治 の 受 け皿 とな

りうる もの で 、 今後 の 展 開に注 目 した い
。

　しか し、地域 で 自由に使え る財源が な ければ 、行政か らの 補 助金 に頼 る ば

か りで 発展性が な い 。今後は 、 CB を 「コ ミ ュ ニ テ ィ が所有する ビ ジネス 」と

して 捕 らえ、指定管理 者制度な ど も組み合わせ なが ら、 収益 を上 げる こ と も

考 え る べ き だろ う。

5 ． 考察と ま とめ

　被災地 CB の 場合 は と くに 、震災復興施策か ら始ま っ た た め、社会性 を強

く意 識す る 公益ボ ラ ン テ ィ ア 的な 性格が強 く 、 ほ ぼ同時期 に 法制度 化 され た

「特定非営利 活 動法 人」 （NPO 法人） を取 得 して い る と こ ろが 多 い 。 しか し、

同法は 「不 特定多 数 の公益」 を前 提 と して お り、特定地域の 住 民の 利益 に つ

な が る CB には 間尺 に 合わ な い 面が あ る 。

　他方 、 欧州で は 「ソー シ ャ ル ・エ コ ノ ミ ー
」 （社会 的経 済） とい う概念が 、

1970年代 の フ ラ ン ス で 生 まれ 、80年代に か けて 定着 し 、 EC 全体に 広が っ た 。

こ れ は、グ ロ
ー バ リゼ ー シ ョ ン や 市場第一 主義 に よ っ て 発生 した社会的排除
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の 問題 に取 り組 み 、社会的包含の 観点 か ら雇 用 創出や 衰退地域 の 活性化、参

加民主主 義に 基づ く 「市民的 公共 圏」 の 形 成な ど、経 済的、社会的な オル タ

ナテ ィ ブを 目指す活 動 で ある 。 そ の 担 い 手 として は、結社 （association ）とと

もに 、 協同組合や 共済組 織 とい っ た互 助型組 織 も含む とされ る 。 こ れ は、互

助 ・
共益型組織 を認 めな い米 国流の NPO セ クタ

ー
と大き く異な る 点で あ る 。

　そ もそ も 、 NPO や CB は 「国家 （行政）で はな い 」 「営利企業で は な い 」 と

い う とこ ろ に 自らの ア イデ ン テ ィ テ ィ を 置 い て お り、裏 を返せ ば、そ の 位置

づ けや 組織運 営 の 原理 は 、そ れ ぞれ の 国 、 時代 にお け る 国家 と市民 の 関 係、経

済 シ ス テ ム な どに よ っ て 大 き く異な る 。

　日本 の 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ をめ ぐる状況 は大 き く変 りつ つ あ り、地 域産業は

国際的な競 争の 波 に さ らされ て い る 。 公共投資の 「選択 と集中」か ら漏れた地

域 は、
一

気 に衰退 し、 経済的に も社会的に も不安定な状態 に陥るだろ う。 今

後、日本で も多発す る と予想 され る社会的排除や 衰退地域 の 再生 とい っ た課 題

を解決する には 、欧州型 ソー シ ャ ル ・エ コ ノ ミ ー の 概念 に こそ 学 ぶ必要が あ

る 。 と同時に 、 米国 と欧州 、 そ して 日本の 政 治 ・社会 シス テ ム の 違 い を理 解

し、借 り物 で な い 日本型 ソ
ー シ ャ ル ・エ コ ノ ミー を 築 い てい かねばな らな い 。

【注 】

（1 ）イ ギ リス の 社会経済学者 Anthony　Giddens は 、 平等 ・不平等の 問題を 「包

　　含 （inclusion）」 と 「排除 （exclusion ）」 の 課 題 と して と らえ 、 機 会の 平等

　　を訴え た 。 著 書
“
The　Third　Wa ジ（邦 題 「第 3 の 道」 ／1998） は、 英国ブ

　　レア政権 の バ イ ブル と言わ れ る 。 彼の 定義 によれ ば 、 社会的 包含 は 、 市

　　民 権の 尊重 、 機会 を 与え る こ と、 公共空間に 参加す る権 利 を保障す る こ

　　とな どで ある 。 仕事 へ の ア クセ ス は機会拡 大の 要 因 の
一

つ で あ り、そ の

　　可 能性 を広げ る の が教育で ある と した 。

（2 ）Single　Regeneration　Budget （統
一

都市 再 生予算）　イギ リス で 1994年か ら

　　導入 され た包 括的な 地域再生 策 。 自治 体、NPO 、民間事 業者 との パ ー

　　 トナ ー シ ッ プが 前提 とな っ て い る 。

（3 ）Social　Capitalは 「社 会 関係 資本」 と和 訳 さ れ 、近年、注 目を浴び て い る 。

　　ア メ リカの 政治学者RPutnum が、イ タ リア で の 実証研 究 を も とに 「Social

　　Capitalが 高い 社会で は 経済的パ フ ォ
ー

マ ン ス も政治的パ フ ォ
ー

マ ンス も

　　高い 」 と発表。 世界銀行 も、90年代後半以降、社会開発や 貧困撲滅の 取

　　 り組み を計測 す る 中で 、盛ん に こ の 概念 を使 っ て い る。そ れ が 、固有 の

　　もの な の か 、 操作可 能で 人 為 的に 増やせ る もの な の か は議論が 分か れ る

　　 が 、 開発 経済学 の 場合は 、 後者の 論 に傾 き つ つ あ る 。
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（4 ）James らは 、 こ れ を 「非 対 称情報」や 「プ リン シ パ ル ーエ ー ジ ェ ン ト問題」

　　な ど経済学 の 理 論で 説 明 しよ うと した。す なわ ち、生産 者 と消費者 （こ

　　の 場合 は 寄付者）の 情報量 に 大 きな差 が あ り、消 費者側 の 監視 が行き届

　　か ない 場合 には 、 生産者の側は常に 品質 を 下げる な ど不 正 を働 くイ ン セ

　　 ン テ ィ ブが あ る 。 しか し、利潤 の 非分配 制約 が あ る組織 で は 、 こ の イ ン

　　 セ ン テ ィ ブが 小 さ くな るた め 、 消 費者が安 心 す る、 とい う もの だ。

（5 ）平成 15年度に つ い て は、（財）21 世紀 ヒ ュ
ー

マ ン ケア研究機構の 地域政

　　策研究所が 、兵庫県雇用 就業課 か らの 受託 調査 と して 行い 、 ア ン ケー ト

　　調 査 を も とに CB 支援 施策 の 有効性 を探 り報告書 を提 出 した。 16 年度

　　 は、地域 政策研究所の 自主 事業 と して 継続 して い る 。 筆者は外部協 力者

　　 と して 調査 チ ー ム に 参加 して い る 。

（6 ）働 く人が 共 同出資 し、 経 営 も 自分た ちで 行 う事業体。欧州で は 「ワ ー カー

　　ズ ・コ
ー プ」 と称 され る が 、「コ レ クテ ィ ブ」 は米 国 に 多 く、既存 の 働 き

　　 方に意義を唱 え る運 動体 と して の 性格が強 い
。

（7）補完性 の 原則は、EU の マ
ー ス トリヒ ト条約 の 中で うたわ れ、日本で も

　　 地方 分権の 理 念 と して 使わ れ る 。 家庭や 地域 な ど小 さな 単位 で で き る こ

　　 と はそ こ に任 せ 、そ れ で は で きな い こ と、非効率な こ とだ け市町村や都

　　道府県 、 国 な ど、 よ り大き な 単位が 補完的 に実施す る と い う 考え 方 。
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   The  Act",al Condition and  Dirgctivity of
               Community                              Business
From  CB  example  of  the Great Hanshin  Earthquake
                     stricken  area

                 Yasuko  AIKAWA
             The  KOBE  SHIMBUN  leader writer

Hyogo prefectural university  economics  graduate course doctoralcourse

   The community  business (CB) which  s!arted  as an  unemployment  policy in
Britain was  established  in Japan as a form which  the volunteer  who  helps those who

are  in trouble. The tendency  is strong  on  especially  the organization  born from the

volunteer  of  the Great Hanshin Earthquake.

   The result  ofCB  can  be called  not  only  the produced goods and  service  but the

staff  by whom  empowerment  was  done, the supporters  who  acquired  satisfaction,

"local

 power," On  the other hand, when  CB  is considered  as a business model,  it can

work  as  the enterprise  ofa  low-risk low return,  and  a  place ofthe  middte  labor market.

   In recent  years, local repreduction  and  small  selCgovernment  have been a  big

subj  ect even  in Japan, and  CB  has a possibility ofbecoming  the economical  engine.  It

is necessary  to observe  KYOEKI(  the organization  who  helps each  other)  like CB,,and

Social Economy.

Keywords  :

Community business, KYOEKI(helps  each  other),

Great Hansin Earthquake .

social  economy,  revival  from the
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